
第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第７期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容

自己
評価

課題と対応策

高知市

①自立支
援・介護
予防・重
度化防止

いきいきと暮らし続けられる
　　　　　～高齢者の健康増進・社会参加による健康寿命の維持向上及び介護予防の推進～
①健康づくりの推進：
　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からは，運動器機能リスクのある高齢者の割合が高い地域ほ
ど，閉じこもりリスクや認知症リスクも高まる傾向が強くみられる。
高齢者の食に関する意見交換会では，高齢者の低栄養に関する啓発や支援活動の必要性に関する意見
が多く出された。
②生活支援サービスの充実：
　日々の暮らしの中で個人では解決できない様々な問題も，ご近所づきあいでの助け合いや地縁組織
での助け合い，ボランティアやＮＰＯ法人等の支援等，互助の力によって解決できる現状がある。
③市民が主体となる地域活動の推進：
　本市には住民主体の介護予防活動である「いきいき・かみかみ・しゃきしゃき百歳体操（以下，
「百歳体操」という。）」の会場が約 360 か所ある。その会場のアンケート調査の結果から，体操
だけではなく，様々な互助の活動が行われていることが分かった。

①健康づくりの推進：
　百歳体操会場の立ち上げ支援，百歳体操へのつなぎ支援，こうち笑顔マイレージの普及，百歳体
操を継続できる仕組みづくり，低栄養予防の普及啓発，健康講座による啓発,いきいき健康チャレン
ジの普及，健康相談の実施
②生活支援サービスの充実：
　第１層協議体の開催，第２層協議体の設置，第２層生活支援コーディネーターの配置，介護予防等
サービス従事者の育成，こうち笑顔マイレージ（ボランティア活動）の推進，A類型事業所の増加，Ｃ
類型事業所の新設及び住民主体のサービス提供に向けた課題整理
③市民が主体となる地域活動の推進：
　百歳体操の場を活用した地域での支え合いの仕組みづくり，地域づくり研修，食の機会を通じた集
いの場づくり，ニーズに応じた通いの場づくり，高齢者自身が支え手となる社会参加の促進

①健康づくりの推進：
　いきいき百歳体操参加者数 9,000人/年【平成32年調査予定】
  いきいき百歳サポーター新規育成数 360人/３年間【平成32年度末】
②生活支援サービスの充実：
　第２層生活支援コーディネーター配置 ５圏域【平成32年度末】
  介護予防等サービス従事者育成数 120人/3年間【平成32年度末】
  こうち笑顔マイレージ（ボランティア活動）登録者数 600人【平成32年度末】
  Ａ類型（人員基準緩和）事業所数 ３事業所【平成32年度末】
  Ｃ類型（短期集中）事業所の創設 １事業所【平成32年度末】
③市民が主体となる地域活動の推進：
　地域でのボランティア参加割合（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より） 15％【平成32年
度】

①健康づくりの推進：
　・百歳体操：いきいきは，参加者数，会場（+10か所）ともに増。インストラクターの新規養成（いきいき　　36名，かみかみ７名）により会場支援を充実。
　・こうち笑顔マイレージ：登録者6,427名，交換決定者2,881名（H29）。還元商品のうち，新規となる市内事業所のポイント交換について協議を実施，詳細について検討中。
　・いきいき健康チャレンジ：参加者2,606名のうち60歳以上は1,236名であり，生活習慣改善や健康増進の取り組みを推進。
　いきいき百歳体操参加者数　7,800人/年
  いきいき百歳サポーター新規育成数　101人

②生活支援サービスの充実：
　・第１層協議体：１回開催。
　・第２層協議体：各地域包括支援センターに１名ずつ生活支援コーディネーターを配置（兼務）。特に旭地区ではNPO等団体間の連携が可能となり，地域課題解決のための検討が進んでいる。
　・こうち笑顔マイレージボランティア：活動意向，支援等に関するアンケート調査を行い，ボランティア活動推進のための施策検討中。
　・C類型事業所：理学療法士等による地域リハビリテーション活動支援事業を行い，C類型事業の在り方について協議実施。（C類型事業は平成31年度から開始予定。）
　いきいき百歳体操参加者数　7,800人/年
  いきいき百歳サポーター新規育成数　101人

③市民が主体となる地域活動の推進：
　・NPO法人に新聞等の発行を委託。サロンや相互支援活動を行い，地域の活動拠点となっているような百歳体操会場を紹介する等，未活動の会場へ情報提供を実施。
　地域でのボランティア参加割合（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より）　調査実施前のため数値なし（平成32年予定）

○

①健康づくりの推進：
　・百歳体操会場運営支援体制の充実が今後の課題。（お世
話役の高齢化による廃止等）NPO法人との連携により，お世話
役への活動支援等を充実させる。
　・百歳体操に関する啓発活動が不十分なため，普及啓発にも
力を入れていく。
②生活支援サービスの充実：
　・地域の活動支援を複数の機関が行っており，内容の重複等
が発生。地域住民にわかりやすい活動支援体制の構築が必
要。
③市民が主体となる地域活動の推進：
　・地域支援事業等を活用した地域の活動の場の整備が課
題。宅老所等とB類型事業所の活動内容等の整理が必要。

高知市

①自立支
援・介護予
防・重度化

防止

安心して暮らし続けられる
　　　　～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の生活を支える施策の推進～
①ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援：
　本市の独居高齢者数は，５年前と比べると，約 1.2 倍に増加しており，今後も増えると予測される。高齢者の
単身世帯で身近に親族や知人等がいない場合，ちょっとした助けや介護が必要な時に在宅での生活が不安になった
り，家に閉じこもり外出を控えるなど，社会参加も困難になってくる。
②認知症になっても安心して暮らし続けられる支援：
　平成 37（2025）年には高齢者の５人に１人が認知症になると予測される。認知症になっても住み慣れた地域で
安心して暮らし続けられるためには，認知症の正しい理解を広め，認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制
づくりが必要。
③重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援：
　平成 29 年度 在宅療養に関するアンケート（介護認定を受けている人対象）では，将来寝たきりになった場合
（もしくは今後），生活したい場所として，「できる限り在宅で暮らしたい」と回答した人は，65％となった。医
療と介護の両方を必要とする高齢者等が，住み慣れた地域で自分らしい生活を続けていくために，医療と介護の関
係機関が連携し，切れ目なく医療と介護を提供できる体制が必要。
④安心して暮らし続けられるための権利を守る支援：
　本市では今後，認知症高齢者の増加や，親族等による成年後見開始の申立てが困難な人が増加すると予想され
る。また高齢者虐待に関する相談や通報の内容は年々複雑多様化しており，それぞれ対応が異なる。行政だけでは
対応しきれない課題も多く，行政以外の機関との連携や協力が必要。
⑤災害時でも安心して暮らし続けられる支援：
　本市では，これまで「高知市地域防災計画」に基づき，要配慮者対策をはじめとするさまざまな対策を推進して
きた。また，平成 26 年 12 月に，取組の全体像を示す「高知市避難行動要支援者の避難支援プラン（全体計
画）」を策定するとともに，避難行動要支援者名簿を作成するなど，今後の各対策のもととなる取組を進めてき
た。

①ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援：
　在宅高齢者配食サービス，食の改善支援，緊急通報システム運営，在宅高齢者あんしん相談，シルバー人
材センター「ワンコインサービス」
②認知症になっても安心して暮らし続けられる支援：
　認知症サポ ーター養成講座，認知症サポ ーターステップアップ研修，認知症地域支援推進員の配置，認知
症ケア・パスの普及，認知症初期集中支援の実施，認知症初期集中支援チーム検討委員会の設置，認知症
の人や家族が気軽に集い相談できる場づ くりの推進，地域での認知症高齢者支援ネットワークの拡充，若年
性認知症の人への支援
③重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援：
　高知市在宅医療・介護連携推進委員会の開催 ，医療・介護関係者の相談対応とコーデ ィネート，地域の医
療・介護サービス資源マップ作り（往診・訪問診療・重度の受け入れ体制等） ，在宅医療・介護関係者への研修
（多職種連携・在宅療養・在宅看取り等） ，在宅医療・介護連携の仕組みづくり（入・退院時の引継ぎルールの
運用） ，市民への啓発（在宅療養・在宅看取り等）
④安心して暮らし続けられるための権利を守る支援：
　成年後見制度利用支援，成年後見制度利用促進，高知市高齢者虐待予防ネットワーク会議，高知市成年後
見サポートセンター運営，養護老人ホームへの措置入所
⑤災害時でも安心して暮らし続けられる支援：
　高知市地域防災計画〔防災政策課〕，避難行動要支援者対策事業〔地域防災推進課〕，福祉避難所整備事業
費補助金〔健康福祉総務課〕，自主防災組織育成強化事業〔地域防災推進課〕，津波防災対策事業〔地域防災
推進課〕，単身高齢者世帯等防災訪問〔消防局予防課〕，災害時緊急対応ショートステイ事業〔高齢者支援課〕

①ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援：
　配食事業者における配食注文時のアセスメント（健康状態・低栄養リスク）の実施率 100％【平成32年
度末】
　ワンコインサービスの利用件数 4,000件/年【平成32年度】
②認知症になっても安心して暮らし続けられる支援：
　認知症の人の医療保護入院数 282人【平成32年６月30日時点】
　認知症サポーター養成講座受講者数 7,500人/3年間【平成32年度末】
　認知症サポーターステップアップ研修受講者のうち，高知市社協へボランティア登録した総人数 90人
/3年間【平成32年度末】
　認知症初期集中支援チームの設置 ３チーム【平成32年度末】
　認知症初期集中支援チーム員対応者のうち，在宅継続者の割合 90％（各年度）
　認知症カフェ開催か所数 27か所【平成32年度末】
③重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援：
  入・退院時の病院からケアマネジャーへの紙面引継ぎ　80％【平成32年度】
　医療機関が在宅看取りを行った件数 400件【平成31年】
④安心して暮らし続けられるための権利を守る支援：
　市長申立て件数 30件/3年間【平成32年度末】
　市民後見人のバンク新規登録者数 15人/3年間【平成32年度末】
⑤災害時でも安心して暮らし続けられる支援：
　設定なし（事業が複数の課にまたがっており，高齢者保健福祉計画としての一律の設定が困難なた
め）

①ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援：
　・食生活の支援：在宅高齢者配食サービスへの補助を実施。栄養状態改善だけでなく，安否確認を兼ねた見守りを実施。
　・ひとり暮らしの支援：緊急通報システムと安心相談による見守り，ワンコインサービス事業補助による困りごと解決支援を実施。
　配食事業者における配食注文時のアセスメント（健康状態・低栄養リスク）の実施率　手法等検討中，　ワンコインサービスの利用件数　1,628件（平成31年１月末時点）

②認知症になっても安心して暮らし続けられる支援：
　・認知症サポーター：養成講座，ステップアップ研修を地域で開催。　・認知症ケア・パス：平成31年度当初の完成を目指し，作成中。　・認知症カフェ：設置の推進により，開催数は増加。
　・認知症初期集中支援チーム：委託１，直営３の計４チームで支援を実施。　・若年性認知症：高知県若年性認知症支援コーディネーター等と連携。
　認知症の人の医療保護入院数　188人（平成30年６月30日時点），　認知症サポーター養成講座受講者数　2,647人（平成30年12月末時点）
　認知症サポーターステップアップ研修受講者のうち，高知市社協へボランティア登録した総人数　12人，　認知症初期集中支援チームの設置　４チーム
　認知症初期集中支援チーム員対応者のうち，在宅継続者の割合　【委託】対象者32人，終了24人，在宅23人　　【直営】対象者44人，終了17人，在宅17人（平成31年１月時点），　認知症カフェ開催か所数　27か所

③重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援：
　・高知市在宅医療・介護連携推進委員会：WGにて「在宅（療養）生活支援リーフレット」を作成。「訪問診療・往診を行っている医療機関ガイド（診療所・病院）」とともに平成31年度配布予定。
　・在宅医療・介護関係者への研修：市民も参加対象としたフォーラム（テーマ「さいごまで『自分らしく』あるために」）を開催。
　・在宅医療・介護連携の仕組みづくり：「入・退院時の引継ぎルール」点検協議を半年に１回開催。「転院時の対応」等について，グループワークで活発な意見交換ができた。
　・地域社会資源システム：専門職が必要とする社会資源調査等を実施。
  入・退院時の病院からケアマネジャーへの紙面引継ぎ　49％　，医療機関が在宅看取りを行った件数　（調査実施前のため数値なし）

④安心して暮らし続けられるための権利を守る支援：
　・権利擁護の普及：成年後見制度の申し立て支援，成年後見サポートセンターを通じた市民後見人の育成等を実施。
　・高齢者虐待の早期発見・支援：高齢者虐待予防ネットワークでの事例検討，養護老人ホームへの在宅生活困難者措置を実施。
　市長申立て件数　33件（平成30年２月末時点）　，　市民後見人のバンク新規登録者数　８人

⑤災害時でも安心して暮らし続けられる支援：
　・高知市地域防災計画：下地地区防災計画にかかる修正を実施。
　・避難行動要支援者対策の推進：自主防災組織等の総会等で，事業説明や勉強会実施。８月に個人情報の取り扱いに関する研修を開催（162名参加）。市内全域の名簿を，民事連・市社協・庁内連合会等に提供済。

○

①ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援：
　・栄養状態が悪化した高齢者の早期発見が課題。各機関等との連
携が必要。
　・シルバー人材センター会員数の伸び悩みが課題。人材確保への
協力を行う。
②認知症になっても安心して暮らし続けられる支援：
　・認知症サポーターステップアップ研修への受講者数をさらに増や
すため，受講しやすい研修となるよう工夫が必要。
　・認知症初期集中支援チームの配置は，地域包括支援センター再
編にあわせて見直しを行う。
③重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援：
　・在宅医療介護連携推進委員会を中心とし，市民契約や多職種連
携の対策検討を具体的に進めることが必要。
④安心して暮らし続けられるための権利を守る支援：
　・成年後見利用促進基本計画（国）をもとに，本市も計画を策定する
ため，ニーズの把握等検討が必要。
⑤災害時でも安心して暮らし続けられる支援：
　・関係者への名簿情報提供の完了と名簿提供の同意率向上が必
要。

高知市
②給付適正

化

多様なサービスを効果的に受けられる
        ～保険者によるマネジメント機能の強化・推進～
①多様な主体との考え方や方向性の共有 ：
　今後超高齢社会が進むなか，介護保険サービスのみで高齢者支援を行うことは，支え手側の人口減少もあり困難
な状況が見込まれるため，ボランティアや NPO 法人など地域での様々な活動との連携を行うことにより，より良
い支援を提供することが必要。
　また地域の社会資源の把握や，支援に関する共通ルール等の未構築が関係機関との連携の課題。
②地域高齢者支援センターの機能強化：
　本市では「地域高齢者支援センター」を，市内東・西・南・北・春野の５センターと旭の１分室，及び 17 の出
張所で運営している。運営主体は，地域高齢者支援センターは市直営，出張所は法人委託となっており，今後，セ
ンターの増設と，より細やかな相談支援活動や地域活動を行うことができるような体制の構築が必要。
③地域分析に基づく保険者機能の強化：
　地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進と介護保険制度維持の観点から，介護保険施策を推進する保険者自
らが，地域をマネジメントする機能の強化が求められている。

①多様な主体との考え方や方向性の共有 ：
　情報の共有化の推進，自立支援の理解促進
②地域高齢者支援センターの機能強化：
　地域高齢者支援センターの再編・強化
③地域分析に基づく保険者機能の強化：
　「見える化」システムを活用した情報共有・地域分析の促進，介護給付等に要する費用にかかる適正化事業
の実施

①多様な主体との考え方や方向性の共有 ：
　関係機関との情報共有化システムの構築 構築【平成32年度末】
　介護保険制度や今後の超高齢社会の現状，自立支援に関する啓発回数 200回/3年間【平成32年度
末】
②地域高齢者支援センターの機能強化：
　地域ケア会議開催数 150回/3年間【平成32年度末】
③地域分析に基づく保険者機能の強化：
　「見える化」システムを活用した，事業の達成状況確認の実施回数 １回以上（各年度）※高知県に報
告予定
　事後点検実施率（直営分・委託分） 100％（各年度）
　分析と対策検討の実施回数 １回（各年度）
　指定居宅介護支援事業所のケアプラン点検実施率 100％（各年度）
　ヒアリングを実施したケアプラン点検での指摘事項改善率 80％（各年度）
　住宅改修：書類点検と訪問調査（必要時）の実施率 施工前・後ともに100％（各年度）
　福祉用具購入・貸与：書類点検と訪問調査（必要時）の実施率 購入後・貸与前　100％（各年度）
　縦覧点検の実施率 100％（各年度）
　医療情報との突合の実施率 100％（各年度）
　介護給付費通知の送付回数 ２回（各年度）
　国民健康保険団体連合会システムからの出力帳票の内容確認実施率 100％実施（各年度）
　事業者等への照会，ヒアリングの実施回数 ２回（各年度）
　対象事業所への実地調査実施率 100％（各年度）
　集団指導等の実施回数 １回以上（各年度）

①多様な主体との考え方や方向性の共有 ：
　・情報の共有化の推進：社会資源情報の把握と情報共有のための方法について，平成31年度に検討。
　　（地域の住民活動，ボランティア活動，事業所情報等の共有を想定）
　・自立支援の理解促進：講習・出前講座等を通じ，超高齢社会の現状や介護保険制度について研修実施。
　関係機関との情報共有化システムの構築　平成31年度構築予定
　介護保険制度や今後の超高齢社会の現状，自立支援に関する啓発回数　35回（平成31年１月末時点）

②地域高齢者支援センターの機能強化：
　・委託12か所，直営２か所の計14か所の地域包括支援センターに再編・強化するため準備を推進。
　　（平成31年度　東部・北部圏域，平成32年度　西部・南部・春野）
　・地域高齢者支援センター協議会を３回開催。　地域ケア会議開催数　50回（平成31年１月末時点）

③地域分析に基づく保険者機能の強化：
　・「見える化」システムを活用した情報共有・地域分析の促進：本市の現状と課題の分析を行い，高知県に報告。
　・介護給付等に要する費用にかかる適正化事業の実施：
　　給付費通知：２回送付（平成30年９月26日 約14,500件／平成31年２月４日 約15,000件）
　　国保連システム：出力帳票を毎月取り込み，事業所ヒアリングや提出書類有無等の確認を実施。
　　本市契約の適正化システム：算定基準等に合致しない請求等を，委託により事業所へ照会，算定誤り等の改善
　　　　（過誤処理）を年２回実施。（平成30年９月21日　14事業所18件，平成31年２月８日 22事業所27件）
　　実地指導：113件実施，集団指導：１回実施（H31.３.13）
　　実地指導等をとおしていただいた意見をもとに各種運用を見直し
　　　（書類のペーパーレス化，サテライト型事業所の設置，通所介護に係る屋外サービスの実施，通所系
　　　サービスに係る送迎に関する運用見直し）
　「見える化」システムを活用した，事業の達成状況確認の実施回数　１回　※高知県に報告
　事後点検実施率（直営分・委託分）　100％，　分析と対策検討の実施回数　１回，　指定居宅介護支援事業所のケアプラン点検実施率　100％
　ヒアリングを実施したケアプラン点検での指摘事項改善率　100％，　住宅改修：書類点検と訪問調査（必要時）の実施率 施工前・後ともに100％
　福祉用具購入・貸与：書類点検と訪問調査（必要時）の実施率 購入後・貸与前　100％
　縦覧点検の実施率　100％，　医療情報との突合の実施率　100％，　介護給付費通知の送付回数　２回
　国民健康保険団体連合会システムからの出力帳票の内容確認実施率　100％実施，　事業者等への照会，ヒアリングの実施回数　２回
　対象事業所への実地調査実施率　100％，　集団指導等の実施回数　１回

○

①多様な主体との考え方や方向性の共有 ：
　・社会資源情報の把握・共有において，地域活動団体等への周知・
利活用方法の整理が必要。
　・超高齢社会の現状等について講習の開催数を増やす必要がある
が，対応可能な人員が不足。
②地域高齢者支援センターの機能強化：
　・地域包括支援センターでの職員研修等において，限られた期間で
職員の質向上に努める必要がある。
③地域分析に基づく保険者機能の強化：
　・国保連システムの帳票活用について，指導担当課等との情報連
携など，さらなる活用が必要。
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